別記様式一覧表
	様式番号
	様　式　名
	条（工損共通仕様書）

	工損第１号様式
	作業計画書
	第１４条（作業計画の策定）

	工損第２号様式
	支給品引渡通知書
	第１６条（支給品及び貸与品）

	工損第３号様式
	貸与品引渡通知書
	

	工損第４号様式
	支給品受領書
	

	工損第５号様式
	貸与品借用書
	

	工損第６号様式
	支給品返還通知書
	

	工損第７号様式
	貸与品返還通知書
	

	工損第８号様式
	身分証明書交付申請書
	第１８条（身分証明書）

	工損第９号様式
	身分証明書
	

	工損第10号様式
	身分証明返納通知書
	

	工損第13号様式
	費用負担調書
	第３２条（調査及び費用負担額の算定）

	工損第14号様式
	費用負担設計書
	

	工損第17号様式
	説明記録簿
	第３８条（記録簿の作成）

	工損第18号様式
	費用負担額算定書
	第３２条（調査及び費用負担額の算定）


地盤変動影響調査算定要領様式（工損共通仕様書第３２条関係）
	様式番号
	様　式　名
	条（地盤変動影響調査算定要領）

	様式第１
	建物等調査一覧表
	第12条

	様式第２
	建物等調査書
	

	様式第３
	損傷調査書
	

	様式第４
	写真台帳
	

	様式第５
	建物等の費用負担額算定書
	第28条


工損第１号様式の１

作　業　計　画　書

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり作業計画書を作成したので、業務委託契約書第３条第１項の定めにより提出します。

	業務名称
	
	業務期間
	自　令和　　年　　月　　日

	業務場所
	地内
	
	至　令和　　年　　月　　日

	業務概要
	業務内容：

対象物件概要：

	業務方針
	業務実施方針：



	業　務　工　程　表

	月日

工程種別
	年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

	
	4
	5
	
	6
	
	7
	
	8
	
	9
	
	10
	
	11
	
	12
	
	1
	
	2
	
	3
	4

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


工損第１号様式の２

	業務組織計画
	管理技術者氏名：

業務従事者氏名：

協力者氏名（名称）：

（再委託業務の内容：　　　　　　　　　　　　　　）

監督職員氏名：



	打合せ計画
	打合せ回数　　回（着工時　、中間、成果品納入時、その他）

	品質確保計画
	社内検査体制：

安全管理体制：

その他：



	成果品の

内容、部数
	部　数：

成果品の構成：

（添付図書種別等）

	適用基準等
	

	連絡体制

（緊急時）
	連 絡 先：                       

（緊急時：　　　　　　　　　　　　）

	その他
	


工損第２号様式
支給品引渡通知書

　第　     　　号

令和　　年(    年)　　月　　日

　受注者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担当者　　　　　　　　　

　次のとおり支給品を引渡します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	引渡場所
	

	引渡時期
	　平成　　年　　月　　日

	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第３号様式

貸与品貸与通知書

　第　     　　号

令和　　年(    年)　　月　　日

　受注者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担当者　　　　　　　　　

　次のとおり貸与品を貸与します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	貸与場所
	

	貸与時期
	　平成　　年　　月　　日

	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第４号様式

支給品受領書

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり支給品を受領しました。

	業務名称
	

	業務場所
	

	引渡場所
	

	引渡時期
	　平成　　年　　月　　日

	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第５号様式

貸与品借用書

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者
　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり貸与品を借用しました。

	業務名称
	

	業務場所
	

	貸与場所
	

	貸与時期
	　平成　　年　　月　　日

	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第６号様式

支給品返還通知書

　

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり支給品を返還します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	返還場所
	

	返還時期
	　平成　　年　　月　　日


	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第７号様式

貸与品返還通知書

　

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり貸与品を返還します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	返還場所
	

	返還時期
	　平成　　年　　月　　日

	品　　　名
	規　　　格
	単　位
	数　　　量
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第８号様式

身分証明書交付申請書

　

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり身分証明書の交付を申請します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	職　名
	氏　　名
	住　　　所
	法定資格等
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


工損第９号様式
	第　　　号

身分証明書

住所

氏名

　上記の者は、　　　　　　　　　　　　工事による工損調査等に従事する者であることを証する。

　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　山  口  県



工損第10号様式

身分証明書返納通知書

　

令和　　年(    年)　　月　　日

　契約担当者

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　次のとおり身分証明書を返納します。

	業務名称
	

	業務場所
	

	職　名
	氏　　名
	住　　　所
	備　考　（交付年月日）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


工損第17号様式
説　明　記　録　簿

	説明場所
	

	説明年月日
	
	時　　間
	自
	
	至
	

	出席者
	説　明　者
	

	
	相　手　方
	

	説明内容及び質疑
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	特記事項
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	総括監督員
	主任監督員
	監　督　員

	
	
	
	
	
	


様式第１
建物等調査一覧表
	工区
	
	工期
	
	事前調査
	調査
年月日
	自
　年　 月　 日
至
	事後調査
	調査
年月日
	自
　年　 月　 日
至

	工事名
	
	調査者
	
	
	調査者

	
	
	調査者

	

	調査番号
	建物番号
	建物等所在地建物等所有者
	建物等の概要
	用途
	経過年数
	延べ面積
	事前調査
	申出
年月日
調査
年月日
	申出に対する
調査結果
	応急
復旧
の
有無
	事後調査
	費用負担
の要否
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	損傷の有無
	損傷の概要
	
	
	
	損傷の有無
	損傷の概要
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4横とする。
様式第２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物等調査書（平面図、立面図等）
	調査番号
	
	建物番号
	
	
	

	所有者
	
	
	

	工種
	
	
	

	
	事前調査
	事後調査
	
	

	基礎
	
	
	
	

	屋根
	
	
	
	

	外壁
	
	
	
	

	内壁
	
	
	
	

	天井
	
	
	
	

	床
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	経過年数
	
	
	
	

	用途
	
	
	
	

	　
	
	

	
	
	事前
調査
	調査
年月日
	　　年　　月　　日

	
	
	
	調査者
	

	
	
	事後
調査
	調査
年月日
	年　　月　　日

	
	
	
	調査者
	


注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列3横とする。
様式第３
損　傷　調　査　書（　事前　・　事後　）
	調査番号
	
	建物番号
	
	建物等所在地
	
	事前
調査
	調査
年月日
	年　　月　　日　
	確認
年月日
	年　　月　　日　

	所有者
住所
	
	氏
名
	
	占有者氏名
	
	
	調査者
	
	所有者
	

	
	
	
	
	
	
	事後
調査
	調査
年月日
	年　　月　　日　
	確認
年月日
	年　　月　　日　

	
	
	
	
	
	
	
	調査者
	
	所有者
	

	名称
	事　　前　　調　　査
	事　　後　　調　　査

	（室名）
	各部仕上材
	写真番号
	損　傷　の　状　況
	備　　　考
	写真番号
	損　傷　の　状　況
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4横とする。
様式第４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写　真　集
（写真貼付）
	撮影番号
	撮影対象箇所及び損傷名
	
	撮影番号
	撮影対象箇所及び損傷名
	
	撮影番号
	撮影対象箇所及び損傷名

	

	
	
	

	
	
	

	


注　撮影番号の記入は、事前調査の場合は上段、事後調査の場合は下段とする。

別添１
提　出　書　類　一　覧　表

　工損調査共通仕様書に基づいて提出する書類

	条　項
	名　称
	様　式
	宛　先
	提出先
	提出期限
	提出部数

	第14条
	作業計画書
	工損第1号様式
	発注者
	発注者
	契約的結後１４日以内
	

	第16条
	支給品受領書
	工損第4号様式
	支給材料引渡通知書の差出人
	監督職員
	支給品を受領したとき
	

	
	貸与品借用書
	工損第5号様式
	貸与品貸与通知書の差出人
	
	貸与品を借用したとき
	

	
	支給品返還通知書
	工損第6号様式
	支給材料引渡通知書の差出人
	
	支給品を返還するとき
	

	
	貸与品返還通知書
	工損第7号様式
	貸与品貸与通知書の差出人
	
	貸与品を返還するとき
	

	第18条
	身分証明書交付申請書
	工損第8号様式
	発注者
	
	指定期日まで
	

	その他
	監督員が必要と認めたもの
	適宜定める
	
	
	
	


　工損調査共通仕様書に基づいて通知する書類

	条　項
	名　称
	様　式
	宛　先

	第16条
	支給品引渡通知書
	工損第2号様式
	受注者

	
	貸与品貸与通知書
	工損第3号様式
	

	第18条
	身分証明書
	工損第9号様式
	


別添２

成　果　品　一　覧　表

　１　工損調査業務の実施にあたり使用する様式については、本表の定めによるところによる。

　２　各成果品の提出部数は、２部とする。

　３　本表に定めのない様式等については、特記仕様書又は監督員の指示による。

	業務区分
	様式番号
	成果品の名称
	規格等
	備　　　考

	第３章

第３２条

（調査及び費用負担額の算定）
	
	調査区域位置図
	Ａ４
	

	
	
	調査区域平面図
	Ａ３はＡ４
	

	
	様式第１
	建物等調査一覧表
	Ａ４
	

	
	様式第３
	損傷調査書
	Ａ４
	

	
	様式第２
	建物等調査書
	Ａ３はＡ４
	

	
	工損第13号様式
	費用負担調書
	Ａ４
	

	
	工損第14号様式
	費用負担設計書
	〃
	

	
	様式第５又は工損第18号様式
	建物等の費用負担額算定書
	〃
	

	
	その他
	費用負担額算定に必要な様式
	〃
	用地調査等共通仕様書に規定の様式を準用

	
	様式第４
	写真台帳
	〃

（市販ファイル使用可）
	

	第４章　費用負担の説明

　第３３条

（記録簿の作成）
	工損第17号様式
	説明記録簿
	〃
	


建物等事前調査業務特記仕様書

	業務名称
	
	工事に伴う建物等事前調査業務

	業務場所
	
	地内

	業務期間
	令和　　年　　月　　日
	～
	令和　　年　　月　　日
	(
	
	日間)

	（適用）

第１条　本建物等事前調査業務特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）は、上記業務に適用する。

（履行場所等）

第２条　本業務の履行場所及び範囲は別添図面に示すとおりとする。

（履行の原則）

第３条　本業務の実施に当たっては、山口県土木建築部制定の「工損調査共通仕様書」、「特記仕様書」、「地盤変動影響調査算定要領」、「委託契約書」、現場説明事項及び業務打合せ等に基づいて行うものとし、これらに明記なき事項あるいは疑義が生じたときは、監督職員と協議しなければならない。

（委託業務の内容等）

第４条　委託業務の内容は、次の各号に掲げるものの原状調査及び測定とする。

　一　基礎

　二　軸部

　三　開口部

　四　床
五　天井

六　内壁

七　外壁

　八　屋根（小屋組を含む。）

　九　水回り

　十　外構

　十一　その他契約不適合発生の恐れのある箇所

２　物件調査書は、契約不適合部分等を明示した図面等添付のうえ、監督職員の承認を受けた後、立会人（所有者等）の署名したものとする。

（業務施行上の留意事項）

第５条　受注者は、前条第１項及び第２項に掲げる業務の着手は、監督職員と協議を行い、その指示のもとで実施するものとする。

（図書の貸与等）

第６条　支給品、貸与品は、調書のとおりとする。

（成果品）

第７条　成果品は、一覧表のとおりとする。

（協力義務等）

第８条　受注者は、本業務完了後にあっても、発注者から業務内容について質問等を受けたときは、これに応ずるものとする。

２　受注者は、本業務の完了した日から１年間、発注者から成果品の契約不適合の補修の請求があった場合は、これに応じなければならない。

３　受注者は、本業務の完了した日から３年間かつ工事完了後１年経過までの間、本業務に関連した書類を整理、保存しておくものとする。


支給品・貸与品調書

	支給品
	建物等調査一覧表
	指定する様式のもの
	１式

	貸与品
	工事計画平面図等

工事施工関連図書
	調査範囲を明示したもの

損傷等発生予測のための資料

工事施工箇所の断面図等
	１式

	
	工損調査共通仕様書
	
	１部

	
	特記仕様書
	
	１部

	
	地盤変動影響調査算定要領
	
	１部


成果品一覧表

	建物等調査一覧表
	支給品の様式による。

	図　　面
	・位置図、配置図、平面図、立面図、写真番号図

・損傷等がある場合：各伏図、建具符号図、工作物及び設備図（配置図又は平面図兼用可）

・その他損傷等の状況を示すうえで必要な図面

	写　　真
	現況写真
（写真番号は損傷調査書及び図面の番号と一致させること。）

（撮影対象箇所は指示棒等で示し、調査番号を同時撮影すること。）

外観４方からの外部及び屋根、屋外工作物（塀等）、室内（各室１～２面程度）、損傷等がある場合は、計測の状況を含めて撮影するものとする。

副本に添付する写真はカラーコピーでも可とする。

	成果品の内容
	原本（図書の写し、物件調査書の所有者欄は署名）、写真
	１部

	
	副本（図書の写し、物件調査書は写し）、写真
	２部

	
	作成図書の原稿（電子データ）
	１式

	
	
	


建物等事後調査業務特記仕様書

	業務名称
	
	工事に伴う建物等事後調査業務

	業務場所
	
	地内

	業務期間
	令和　　年　　月　　日
	～
	令和　　年　　月　　日
	(
	
	日間)

	（適用）

第１条　本建物等事後調査業務特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）は、上記業務に適用する。

（履行場所等）

第２条　本業務の履行場所及び範囲は別添図面に示すとおりとする。

（履行の原則）

第３条　本業務の実施に当たっては、山口県土木建築部制定の「工損調査共通仕様書」、「特記仕様書」、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動等により生じた建物等の損傷等に係る事務処理要領」、「同事務処理要領の運用について」、「地盤変動影響調査算定要領」、「委託契約書」現場説明事項及び業務打合せ等に基づいて行うものとし、これらに明記なき事項あるいは疑義が生じたときは、監督職員と協議しなければならない。

（委託業務の内容等）

第４条　委託業務の内容は、次の各号に掲げるものの原状調査測定（事前調査測定値との比較）及び費用負担額の算定とする。

　一　基礎

　二　軸部

　三　開口部

　四　床

五　天井

六　内壁

七　外壁

　八　屋根（小屋組を含む。）

　九　水回り

　十　外構

　十一　その他契約不適合発生の恐れのある箇所
２　建物調査一覧表は、契約不適合部分等を明示した図面等添付のうえ、監督職員の承認を受けた後、立会人（所有者等）の署名したものとする。

（業務施行上の留意事項）

第５条　受注者は、前条第１項及び第２項に掲げる業務の着手は、監督職員と協議を行い、その指示のもとで実施するものとする。

（図書の貸与等）

第６条　支給品、貸与品は、調書のとおりとする。

（成果品）

第７条　成果品は、一覧表のとおりとする。

（協力義務等）

第８条　受注者は、本業務完了後にあっても、発注者から業務内容について質問等を受けたときは、これに応ずるものとする。

２　受注者は、本業務の完了した日から１年間、発注者から成果品の契約不適合の補修の請求があった場合は、これに応じなければならない。

３　受注者は、本業務の完了した日から３年間かつ工事完了後１年経過までの間、本業務に関連した書類を整理、保存しておくものとする。




支給品・貸与品調書

	支給品
	建物等調査一覧表
	指定する様式のもの
	１式

	
	費用負担調書等
	費用負担調書、費用負担設計書等で指定する様式

その他用地調査等共通仕様書に規定する様式を準用
	

	貸与品
	工事計画平面図等
	調査範囲を明示したもの
	１部

	
	工損調査共通仕様書
	

	
	特記仕様書
	

	
	事前調査成果品
	

	
	公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動等により生じた建物等の損傷等に係る事務処理要領
	

	
	公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動等により生じた建物等の損傷等に係る事務処理要領の運用について
	

	
	地盤変動影響調査算定要領
	


成果品一覧表

	建物等調査一覧表
	支給品の様式による。

	費用負担調書等
	費用負担調書
	支給品の様式による。

	
	費用負担設計書
	支給品の様式による。

	
	建物等の費用負担額算定書
	支給品の様式による。

	
	見積書
	専門業者の見積を要する場合（２社以上）

	
	その他費用負担額算定に必要な様式
	用地調査等共通仕様書に規定する様式を準用

	
	
	

	図　　面
	・位置図、配置図、平面図、立面図、写真番号図

・損傷等がある場合：各伏図、建具符号図、工作物及び設備図（配置図又は平面図兼用可）

・その他損傷等の状況を示すうえで必要な図面

	写　　真
	現況写真（写真番号は損傷調査書及び図面の番号と一致させること。）
（撮影対象箇所は指示棒等で示し、調査番号を同時撮影すること。）

外観４方からの外部及び屋根、屋外工作物（塀等）、室内（各室１～２面程度）

損傷等がある場合は、計測の状況を含めて撮影するものとする。

撮影方向は事前調査と一致させるものとする。

副本に添付する写真はカラーコピーでも可とする。

	成果品の内容
	原本（図書の写し、物件調査書の所有者欄は署名）、写真
	１部

	
	副本（図書の写し、物件調査書は写し）、写真
	２部

	
	作成図書の原稿（電子データ）
	１式

	
	
	


PAGE  
2-12-21

